第1の項目
諸施策の策定や実施に際し、今後とも、給与・勤務条件に関わる諸問題については、誠意をもって、大阪高教組と十分協議を行っていきたい。
　第2の項目
「就学支援金」や「奨学のための給付金」など授業料無償化見直し関係の制度については、お知らせチラシや申請書の記入例も作成し配付するなど学校現場の事務負担の軽減に努めている。

　また、高等学校就学支援金については、国の定めた申請書様式の記載が難しく、不備の補正等に各学校現場で大変ご苦労をかけたことは承知している。

　申請様式の改善や事務の簡素化については、文部科学省に対しても要望しているところであり、先日、様式の改正案も一部示されたところ。今後、事務処理要領等の改訂も予定されており、文部科学省は2月中旬頃にこれらの説明会開催を予定しているとのこと。

　府教委としては、今後、これら国の動向、他府県の状況などを注視しながら様式、要領、記入例なども見直し事務改善に努めていく。

　高校授業料無償化制度の見直しに伴う事務処理体制については、事務の性質等を総合的に勘案し、人材派遣の活用により対応することとしたもの。

平成27年度以降の事務処理体制については、平成26年度の状況を見極めながら検討を行い、適切に対応していく。

　定時制通信制修学奨励費については、大阪府の区域内にある公立高校の定時制の課程及び通信制の課程に在学する勤労青年の修学を奨励し、生徒の経済的負担を軽減することにより学業の継続を図り、中途退学の防止に資するため、修学奨励費の貸与を行っている。

　事務手続きについては、平成26年度に入学した修学生より本人および同居家族（同一世帯に限る）から、本人及び保護者（親権者）に変更し、提出書類も就学支援金または修学給付金で提出した書類の写しで可とするよう変更を行っている。

　引き続き事務手続きなどの運用面等については、研究していきたい。

第3の項目
定時制・通信制の課程で学ぶ多様な状況にある生徒に対する支援の充実については、多角的な観点からの支援が必要であると考えている。

　高等学校課では、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」の中で、スクールカウンセラーとして臨床心理士の資格を有する専門家を全ての府立高校に配置している。活動については、1回3時間、年間17回を上限に主にケース会議等における教員へのコンサルテーションを行っている。また、生徒・保護者の状況に応じて外部機関等との連携を提案するなどしている。

さらに、平成21年度より、臨床心理学等を専攻している大学院生の実習を府立高等学校で受け入れ、生徒の心のケアを支援しているところ。今後も引き続き、活動報告書、事業調査等を通じて、活用状況、課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めていく。

日本語指導については、国の第６次教職員配置改善計画の帰国子女教育の充実のための定数を活用して、本年度は６校に対して10名の教員を加配しているところ。定時制の課程については、非常勤講師を配置しているが、今後ともヒアリング等を通じて、各学校の実状をていねいに把握し、適切に対応していく。

帰国・渡日生徒の支援については、大阪府立学校在日外国人教育研究会（府立外教）と連携し、帰国渡日生徒の学校への定着や進路実現に向けて、進路説明会や日本語指導をはじめとした帰国渡日生徒の支援に努めているところ。

また、「日本語教育学校支援事業」において、学校からの要望に応じて、日本語教育学校支援専門員の派遣、教育サポーター、多言語チューターの配置を行っている。今後も、府立外教と連携し、在日外国人教育の経験・成果や幅広いネットワークを生かして、生徒交流会やスピーチコンテストの開催、また在日外国人教育に係わる諸課題について研究やモデル的な取組みを行うなど、府立学校の在日外国人教育の推進に向けて、取組みを進めていく。

　第4の項目
定時制・通信制の課程で学ぶ多様な状況にある生徒に対する支援の充実については、多角的な観点からの支援が必要であると考えている。また、生徒の問題行動等の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もある。

今年度から「キャリア教育支援体制整備事業」において就職希望者の多い府立高校36校に対して就職支援コーディネーターを配置し、うち６校にＳＳＷを配置したところ。

各学校に配置しているスクールカウンセラーとの連携を促進する等の取組みの成果については、フォーラムなどの機会を通して共有していく。

　第5の項目
本府の厳しい財政状況の中、かねてより強い要望のあった特別教室の空調設備の設置については、教育環境の充実に資するため、全府立学校を対象に関係各課と連携を図りながら、特別教室の一部に平成23年度から５か年計画で順次整備を進めており、今年度は30校92室で設置することとしている。

　なお、教科準備室等への空調機の設置につきましては、強い要望があることは十分に認識しているが、現在の財政事情を踏まえると困難であり、今後の課題と考えている。

　府立学校における休養室の設置については、平成23年2月には休養室の設置状況調査を実施し、労働安全衛生規則に基づく要件を満たしていない学校に対し、その設置に向けて努力するよう指導している。

　休養室内の整備については、各校の実情に応じて、安全衛生委員会等で協議するなど工夫いただきたい。

　第6の項目
平成28年度入学者選抜に向けて、選抜日程、前期・後期の枠組み、学力検査科目等を含め、トータルで検討し、８月に「大阪府立高等学校選抜制度改善方針（案）」を公表し、その後、府議会、高等学校、中学校、ＰＴＡから様々な意見を頂戴し、11月の教育委員会会議において、「大阪府公立高等学校入学者選抜制度改善方針」として決定し、公表したところ。

　今後も、関係各方面からの意見を頂戴しながら、詳細について決定していく。

　第7の項目
7月以降、サーバの設定上ミスの是正対応を行い、サーバ全体が停止することは無くなったが、小規模での停止（30分程度、一部の学校での発生）が平成26年７月22日から平成27年１月7日までの間に16回発生している。

大規模なシステム停止は無くなり、影響範囲は小さい状態になってきているものの、一部の学校におけるシステム停止が生じており、ご迷惑とご不便をおかけしていることは承知している。引き続きサーバの設定内容の見直しを行うなど、トラブルへの対応に努め、今後とも改善を図っていく。
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